
Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報 

１．基本的な考え方 

２．資本構成 

【大株主の状況】

 

補足説明 

３．企業属性 

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針 

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情 
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サカタインクス株式会社

代表取締役社長 森田 耕太郎

問合せ先：総務部 06-6447-5818

証券コード：4633

www.inx.co.jp

当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

当社は、当社を取り巻く様々なステークホルダーとの良好な関係の構築を常に意識し、社会における存在意義を高めることが当社の持続的な成 
長につながるものと考えております。そのためには、経営に対する監督機能の強化と透明性の向上が不可欠であるとの認識にたち、株主総会、 
取締役（会）、監査役（会）、会計監査人による適正なコーポレート・ガバナンスの構築に努めております。 

外国人株式保有比率 20%以上30%未満

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

東洋インキＳＣホールディングス株式会社 10,536,000 16.83

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 4,022,500 6.42

住友生命保険相互会社 3,510,000 5.60

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 3,026,800 4.83

JP MORGAN CHASE BANK 385093 2,716,300 4.33

サカタインクス社員持株会 1,599,264 2.55

株式会社 りそな銀行 1,563,000 2.49

JP MORGAN CHASE BANK 380634 1,493,800 2.38

有限会社 神戸物産 1,416,500 2.26

株式会社 朝日新聞社 1,181,880 1.88

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

――― 

上場取引所及び市場区分 東京 第一部

決算期 12 月

業種 化学

直前事業年度末における（連結）従業員
数

1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高 1000億円以上1兆円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社以上50社未満

――― 

――― 



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況 

１．機関構成・組織運営等に係る事項 

【取締役関係】 

会社との関係(1) 

会社との関係(2)

 

【監査役関係】 

組織形態 監査役設置会社

定款上の取締役の員数 員数の上限を定めていない

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 11 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 1 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

1 名

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

中川克己 弁護士

※ 会社との関係についての選択項目 
※ 本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」 
※ 近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

中川克己 ○

中川克己氏は、竹林・畑・中川・福島法律
事務所のパートナ弁護士を兼務しており
ます。なお、当社と同事務所との間には、
特別の利害関係はありません。

中川克己氏は、人格、識見に優れ、弁護士とし
て企業法務に関する専門的知識を有してお
り、当社の経営に対する監督機能の強化を果
たすことができる者であると判断し、社外取締
役として選任しております。また、東京証券取
引所の定める独立役員の基準に照らし、同氏
を一般株主と利益相反を生じるおそれがない
者であると判断し、独立役員として指定してお
ります。

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

なし

監査役会の設置の有無 設置している

定款上の監査役の員数 員数の上限を定めていない



監査役、会計監査人、内部監査部門の連携状況 

会社との関係(1)

 

会社との関係(2)

 

監査役の人数 4 名

監査役と会計監査人（有限責任 あずさ監査法人）との間では、実地棚卸への立会い、それぞれの監査に関する報告等が行われ、相互に緊密な
連係を保ちながら、定期的に情報交換及び意見交換が行われ、監査役と内部監査部門（内部監査室）との間では、内部監査計画の事前協議、
事業所往査での協力、内部監査の結果報告等が行われ、相互に緊密な連係を保ちながら、定期的に情報交換及び意見交換を行うことにより、そ
れぞれの監査の実効性を高めております。同様に、内部監査室と有限責任 あずさ監査法人との間でも定期的に情報交換及び意見交換を行って
おります。 

社外監査役の選任状況 選任している

社外監査役の人数 2 名

社外監査役のうち独立役員に指定され
ている人数

2 名

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k l m

勝木保美 公認会計士 △

佐藤義雄 他の会社の出身者 ○

※ 会社との関係についての選択項目 
※ 本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」 
※ 近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社又はその子会社の非業務執行取締役又は会計参与

c 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

d 上場会社の親会社の監査役

e 上場会社の兄弟会社の業務執行者

f 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

g 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

h 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

i 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

j 上場会社の取引先（f、g及びhのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

k 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

l 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

m その他

氏名
独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

勝木保美 ○

勝木保美氏は、当社の会計監査人である
有限責任 あずさ監査法人の出身者で、 
現在は、勝木公認会計士事務所の公認 
会計士を兼務しており、財務及び会計に 
関する相当程度の知見を有しておりま 
す。また、西日本旅客鉄道株式会社の社 
外監査役及び住友精化株式会社の社外 
取締役を兼務しております。当社と、勝木
公認会計士事務所、西日本旅客鉄道株 
式会社及び住友精化株式会社との間に 
は、当社の経営に重大な影響を与える特 
別な利害関係はないものと判断しており 
ます。なお、当社と有限責任 あずさ監査 
法人との間では、監査契約を締結してお 
り、同監査法人に監査報酬等を支払って 
おりますが、同氏は、既に同監査法人を 
退職しており、同氏個人が直接利害関係 
を有するものではないと判断しておりま 
す。

勝木保美氏は、人格、識見に優れ、公認会計 
士として財務及び会計に関する相当程度の知 
見を有しており、当社の経営に対する監視機
能の強化を果たすことができる者であると判断
し、社外監査役として選任しております。 
また、東京証券取引所の定める独立役員の基
準に照らし、同氏を一般株主と利益相反を生じ
るおそれがない者であると判断し、独立役員と
して指定しております。

佐藤義雄 ○

佐藤義雄氏は、住友生命保険相互会社 
の代表取締役会長及びパナソニック株式
会社の社外監査役を兼務しております。 
住友生命保険相互会社は当社の株式を 
保有しており、また当社は同社から借入を
しておりますが、同氏個人が直接利害関 
係を有するものではないと判断しておりま
す。なお、当社と、パナソニック株式会社 

佐藤義雄氏は、人格、識見に優れ、会社運営
に関する豊富な知識を有しており、当社の経
営に対する監視機能の強化を果たすことがで
きる者であると判断し、社外監査役として選任
しております。 
また、東京証券取引所の定める独立役員の基
準に照らし、同氏を一般株主と利益相反を生じ



【独立役員関係】 

その他独立役員に関する事項 

【インセンティブ関係】 

該当項目に関する補足説明 

該当項目に関する補足説明 

【取締役報酬関係】 

該当項目に関する補足説明

 

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容 

【社外取締役（社外監査役）のサポート体制】 

との間には、当社の経営に重大な影響を
与える特別な利害関係はないものと判断
しております。

るおそれがない者であると判断し、独立役員と
して指定しております。 

独立役員の人数 3 名

当社は、上記の社外取締役1名、社外監査役2名の合計3名を、一般株主と利益相反を生じるおそれがない者と判断し、東京証券取引所の定める
独立役員として届け出ております。 

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

業績連動型報酬制度の導入

平成19 年6月28日開催の当社第129 期定時株主総会における役員退職慰労金制度の廃止に伴い、業績連動型の役員報酬制度を導入しており
ます。 

ストックオプションの付与対象者

――― 

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

１．平成26年4月1日から平成27年3月31日までに支払った取締役及び監査役報酬の内容は次のとおりです。 
 
     取締役 12名 249百万円 
      
     監査役 6名 47百万円 
 
     (うち社外役員) 5名 12百万円 
 
 
（注）１ 使用人兼務役員の使用人部分給与 50百万円は含んでおりません。 
 
   ２ 取締役の報酬（限度額：年額380百万円）は、平成19年6月28日開催の第129期定時株主総会決議によるものであります。 
 
   ３ 監査役の報酬（限度額：年額60百万円）は、平成19年6月28日開催の第129期定時株主総会決議によるものであります。 

報酬の額又はその算定方法の決定方
針の有無

あり

株主総会の決議により承認された報酬限度額の範囲内で、役位及び企業業績等を勘案し、取締役の報酬は取締役会の決議において決定し、監
査役及び社外監査役の報酬は監査役会の協議において決定しております。現在の報酬限度額は取締役の報酬が年額380百万円、監査役及び 
社外監査役の報酬が年額60百万円であり、平成19年6月28日開催の第129期定時株主総会決議によるものであります。なお、役員退職慰労金制
度については、平成19年6月28日開催の第129期定時株主総会終結の時をもって廃止しております。 

社外取締役に対しては、取締役会の議題の事前説明、資料提供、その他各種情報の共有に努めております。 
社外監査役に対しては、社内（常勤）監査役から毎月定期的に往査の状況、出席した会議の内容等を報告し、監査に必要な情報の共有に努めて
おります。 
また、取締役会、監査役会等を通じて、適宜報告及び情報共有がなされており、これらを通じて、内部監査室及び内部統制部門との連携が図ら 
れております。 



２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

 

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由 

○意思決定・業務執行体制 
 
当社の取締役会は取締役11名（社外取締役1名含む）で構成されており、経営上の重要事項に関する意思決定と各取締役の業務執行の監督を
行っております。取締役の任期は１年とし、取締役の責任の明確化を図るとともに、経営監督機能の強化を図るために、社外取締役１名を選任し
ております。 
 
また当社では、月一回以上の取締役会と共に、代表取締役の諮問機関である経営審議会を機動的に開催し、経営上の重要事項の審議及び結
果・経過報告を行うことにより、必要な施策を適正かつタイムリーに実行するよう努めており、企業の社会的責任を果たすために、コーポレート・ガ
バナンスを統括することを目的として、代表取締役社長を委員長とするCSR委員会を最上位の委員会として設置し、その下に、各種委員会を設置
しております。 
 
なお、当社及び当社グループの海外事業戦略や経営課題等、グローバルな経営のあり方について、海外関係会社の役員等の意見も効果的に
取り入れながら、社長の諮問にこたえることを目的として、平成27年6月に「インターナショナル・アドバイザリー・ボード」を設置しました。 
 
 
○監査体制 
 
当社は監査役会設置会社であり、社外監査役2名を含む4名の監査役で監査役会が構成されております。監査役は、前述の取締役会、経営審議
会等社内の重要会議への出席、稟議書等の重要書類の閲覧等により取締役の職務の執行状況を監査し、必要に応じて助言・勧告を行っており 
ます。監査機能強化の観点から、監査役と内部監査部門（内部監査室）との間では、内部監査計画の事前協議、事業所往査での協力、内部監査
の結果報告等が行われ、監査役と会計監査人（有限責任 あずさ監査法人）との間では、実地棚卸への立会い、それぞれの監査に関する報告等
が行われ、相互に緊密な連係を保ちながら、定期的に情報交換及び意見交換を行うことにより、それぞれの監査の実効性を高めております。同 
様に、内部監査室と有限責任 あずさ監査法人との間でも定期的に情報交換及び意見交換を行っております。なお、これらの監査によって、内部 
統制システムの整備及び運用状況について、取締役のほか、内部統制部門（コンプライアンス所管部門、リスク管理所管部門、経理部門、財務 
部門その他内部統制機能を所管する部署）に対して、適時指摘を行い、必要に応じて助言、勧告その他必要な措置を行っております。 
 
監査役4名のうち、社外監査役については、公認会計士として財務及び会計に関する相当程度の知見を有している勝木保美氏、会社運営に関す
る豊富な知識を有している佐藤義雄氏の2名を当社の社外監査役として選任しております。なお、これら社外監査役の選任について、当社との間
で特別な利害関係がない社外の有識者等を、経営陣に対する独立性を有している者と考え、これらの者を社外監査役として選任することが、経 
営の健全化の維持・強化につながるものと考えております。 
 
内部監査につきましては、内部監査室が、各事業部、各部門等の業務全般の状況、資産管理の状況、業務の適法性・適正性等について定期的 
に監査しております。なお、監査役は、必要に応じて内部監査室に対し調査の実施を求めることがきますが、この調査に関して内部監査室は、取
締役の指揮命令を受けないことになっております。 
 
また、当社は有限責任 あずさ監査法人と監査契約を締結し、会計監査を受けております。なお、当社の会計監査業務を執行した公認会計士は
次の通りであります。 
 
責任者 
有限責任 あずさ監査法人 指定有限責任社員 業務執行社員： 松山 和弘 
有限責任 あずさ監査法人 指定有限責任社員 業務執行社員： 柴崎 美帆 
補助者 
有限責任 あずさ監査法人 公認会計士 15 名 
有限責任 あずさ監査法人 その他 20 名 

上記のような体制により、経営上の意思決定と業務執行が適正に行われ、かつ経営に対する監視体制が機能していると考えており、現状のコー 
ポレート・ガバナンス体制を採用しております。 



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況 

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況 

２．ＩＲに関する活動状況

 

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況 

補足説明

その他

株主総会では、事業報告等をビジュアル化し、出席された株主のみなさまにわかりやすい説
明を行うよう努めております。また、株主総会招集通知を当社のホームページに掲載しており
ま 
す。

補足説明
代表者自身
による説明

の有無

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

年2回定期的に決算説明会を開催しております。 
また、要望に応じて、個別のミーティングを随時実施しております。

あり

IR資料のホームページ掲載

業績や株式概況、各種ＩＲ資料など、株主及び投資家向けの情報を掲載して
おります。 
なお、掲載資料は、有価証券報告書、決算短信、決算説明会資料、株主向け
報告書等です。（掲載ページ http://www.inx.co.jp/ir/）

IRに関する部署（担当者）の設置 広報・IR室

その他
個人投資家向けＩＲフェアに、随時出展しております。 
また、個人投資家向け説明会を、随時開催しております。

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの
立場の尊重について規定

当社の経営理念である「マインドインマインド」において各ステークホルダーに対する会社の基 
本姿勢を規定しております。

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施
環境経営委員会を設置し、各種環境活動に取り組んでおります。取り組みの詳細につきまして 
は「社会・環境報告書」としてまとめております。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項 

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

 

当社は、業務を適性かつ効率的に推進する上で、当社の実情に即した、有効な内部統制システムの構築・運用が不可欠であるものと認識してお
ります。 
そのために当社は、コンプライアンス、リスク管理など、経営上の重要テーマに関する各種委員会を設置し、これら委員会のもと、全社的な各種 
取り組みを推進しております。 
さらに、平成18年5月18日開催の取締役会において、「内部統制システムの整備に関する基本方針」を決議した上で、平成18年6月1日付で「内部
統制推進プロジェクト」を発足させたのち、平成23年4月1日からは、内部統制委員会が、内部統制システムの整備に関する活動を推進しておりま
す。この内部統制委員会は、当社におけるこれまでの各種体制・取り組みについて、内部統制という観点から改めて総合的に検証を行い、更なる
レベルアップを図るための諸施策を企画・推進することを目的としております。 
 
なお、「内部統制システムの整備に関する基本方針」は平成27年4月22日に一部改訂しており、その内容は以下の通りであります。 
 
〔内部統制システムの整備に関する基本方針〕 
当社は、当社グループが果たすべき社会的責任を遂行する上で、有効な内部統制システムが不可欠であると認識し、内部統制システムの構築・
運用を最重要課題と位置付け、以下の体制を整備するものとする。 
 
１．取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 
（１）当社は、当社を取り巻くステークホルダーとの良好な関係の構築を常に意識し、社会から信頼され、必要とされる企業として持続的に成長し
ていくために、株主総会、取締役（会）、監査役（会）および会計監査人からなる、適正なコーポレートガバナンスの確立を目指すものとする。 
（２）当社では、取締役会を定期的に開催し、経営上の重要事項の審議および業務報告等を行う。また、重要事項の審議にあたっては、代表取締
役の諮問機関である経営審議会を機動的に開催し、適法性、効率性の観点から事前に十分に検討する。 
（３）代表取締役社長を委員長とするＣＳＲ委員会のもと、総務部担当取締役を委員長とするリスク・コンプライアンス委員会において、社内におけ
るコンプライアンスプログラムを策定し、推進する。 
（４）監査役は前述の委員会を含む、社内の重要会議に出席し、取締役の職務の執行状況を監査し、必要に応じ助言・勧告を行う。 
（５）経営上の重要なテーマについては、適宜委員会等を組織し、適正かつ効率的に取り組む。 
 
２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制 
（１）各種議事録、稟議書等取締役の職務の執行に係る文書については、「文書管理規程」に基づき作成し、管理する。 
（２）取締役、監査役、内部監査部門はこれらの文書を必要に応じ、閲覧することができる。 
 
３．損失の危険の管理に関する規程その他の体制 
（１）会社の損失の危険に関しての基本方針を「リスク管理規程」として定める。 
（２）会社の各種リスクを横断的に統括・管理する組織体制を構築する。 
（３）その他災害、財務、法務、品質等、各種リスクに応じて規程を整備し、管理体制を構築する。 
 
４．取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制 
（１）経営計画の策定、予算制度、組織の整備、人事制度、その他コンピュータシステムの活用等を通じて経営の効率的な管理に努める。 
（２）「職務権限規程」、「稟議規程」等において、職務の分掌と権限の付与について整備する。 
（３）内部監査部門による監査を通じて業務の状況を把握し、必要に応じて改善を図る。 
 
５．使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制 
（１）代表取締役社長を委員長とするＣＳＲ委員会のもと、総務部担当取締役を委員長とするリスク・コンプライアンス委員会のもとに、「倫理行動
基準」の制定、規程・マニュアルの整備、従業員への教育・啓蒙活動等、コンプライアンスプログラムの推進を図る。 
（２）内部通報制度として、「インクス・ヘルプライン」を設置する。 
（３）コンプライアンスに関する専任部署を設置し、日常のコンプライアンスリスクの低減に努める。 
 
６．当社及びその子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制 
（１）内部統制システムの整備に関する当社の諸施策を当社グループ全体で実行させるべく、「関係会社管理規程」を整備し、当社グループ各社
に対する管理責任を明確にするとともに、グループ各社の経営状況を的確に把握し、その指導育成を図る。 
（２）「関係会社管理規程」に基づき選任される管理責任者または事務担当部門によるヒアリング、役職員の派遣、当社内部監査部門による内部
監査、当社監査役による監査の実施等を通じ、当社グループ各社の取締役・使用人等が、適宜当該グループ各社の営業成績、財務状況その他
の重要な情報について当社へ報告できるよう、グループ会社間の適切な情報伝達体制を構築する。 
（３）当社は、当社グループ全体を対象とした経営計画を策定し、当該経営計画を具体化するため、事業年度ごとの当社グループ全体の重要経
営目標等を定め、当該経営計画に定められた各戦略課題の実現に努める。 
（４）リスク・コンプライアンス委員会において、当社グループ全体のリスクの把握、管理およびコンプライアンスの徹底ならびに法令違反行為、不
正行為の監視等を行う。 
（５）その他、当社は、当社グループ各社に対する当社に準じた規程の整備の指示、国内子会社役職員が利用できる「インクス・ヘルプライン」の
設置、当社取締役会等における当社グループ各社の経営上の重要事項の決定の把握、管理など、当社グループ全体の業務の適正の確保に努
める。 
 
７．監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に関する体制 
（１）監査役は、効率的な監査の実施を目的として、内部監査部門等と緊密な連係を保ち、また必要に応じて内部監査部門等に対し調査を求める
ことができる。 
（２）監査役から監査役スタッフの配置を求められた場合は、監査役と協議の上、監査役の職務執行に必要な人員を確保するよう努める。 
 
８．前項の使用人の取締役からの独立性に関する事項及び当該使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項 
（１）監査役の求めに応じて内部監査部門等が実施する調査については、取締役の指揮命令を受けないものとする。 
（２）監査役スタッフを配置した場合、当該スタッフは監査役の指揮命令に従うこととし、当該スタッフの異動、人事評価、懲戒等については、事前
に監査役の承諾を得た上で実施する。 
 
９．取締役及び使用人が監査役に報告するための体制及び当社の子会社の取締役、監査役、使用人又はこれらの者から報告を受けた者が当社
の監査役会へ報告するための体制 
（１）監査役は社内の重要会議に出席すると共に、職務の必要に応じて当社および当社グループ各社の取締役、監査役または使用人等からいつ
でも意見の聴取をすることができる。 
（２）次の事項については、当社および当社グループ各社の取締役・使用人等は速やかに監査役へ報告しなければならない。 
1,当社または当社グループに著しい損害を生じるおそれのある事項 
2,その他あらかじめ監査役と協議して定めた事項 



２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況 

（３）当社監査役および当社グループ各社の各監査役によるグループ監査役連絡会を開催し、当社グループ各社の監査役が当社の監査役へ報
告する体制を構築する。 
 
１０．前項の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取り扱いを受けないことを確保するための体制 
（１）当社は、監査役へ報告した者が当該報告をしたことを理由として当社または当社グループ各社において不利な取り扱いを受けることを禁止す
る。 
 
１１．監査役の職務の執行について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針
に関する事項 
（１）当社は、監査役からの求めに応じ、社内規程に基づき、監査役の職務の執行について生ずる費用の前払いまたは償還ならびに債務の処理
を行う。 
 
１２．その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制 
（１）監査役と代表取締役との間で定期的な会合を開催し、必要な意見交換を行うものとする。 
 
１３．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方 
（１）当社は、「サカタインクス株式会社 倫理行動基準」に基づき、反社会的な勢力や不当な圧力に対しては、安易に屈することなく毅然と対応
し、また、反社会的勢力等からの不当な要求を決して受け入れずこれを排除する。さらに、外部の専門機関と連携の上、反社会的勢力に関する
情報の収集を行い、組織的に対応する。

１．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方 
当社は、「サカタインクス株式会社 倫理行動基準」に基づき、反社会的な勢力や不当な圧力に対しては、安易に屈することなく毅然と対応し、ま 
た、反社会的勢力等からの不当な要求を決して受け入れずこれを排除する。さらに、外部の専門機関と連携の上、反社会的勢力に関する情報の
収集を行い、組織的に対応する。 
２．反社会的勢力排除に向けた整備状況 
（1）法令、社会的規範、および企業倫理に反した事業活動は行わないことを職制で指導するとともに内部通報制度を活用した情報の収集に努め 
る。 
（2）平素から所轄警察署と緊密な連携を保ち、弁護士等への相談を必要に応じて実施するなど、外部の専門機関と連携の上、組織的に対応す 
る。 
（3）所轄警察署管内企業防衛協議会に加盟し情報交換を行うとともに、所轄警察署および株主名簿管理人等から反社会的勢力に関する情報を 
収集して、不測の事態に備え最新の動向を把握するよう努める。



Ⅴその他 

１．買収防衛策の導入の有無 

該当項目に関する補足説明

 

買収防衛策の導入の有無 あり

１ 当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関する基本方針（以下「基本方針」といいます） 
 
当社は、安定的かつ持続的な企業価値の向上が当社の経営にとって最優先課題と考え、その実現に日々努めております。従いまして、当社は、
当社の財務及び事業の方針の決定を支配する者は、当社の経営理念、企業価値の様々な源泉及び当社を支えるステークホルダーとの信頼関 
係を十分に理解し、当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を中長期的に確保・向上させる者でなければならないと考えております。
しかしながら、事前に取締役会の賛同を得ずに行われる株券等の大量買付けの中には、その目的等から見て企業価値ひいては株主の皆様の
共 
同の利益に対する明白な侵害をもたらすもの、株主の皆様に株式の売却を事実上強制するおそれがあるもの、対象会社の取締役会が代替案を
提案するための必要十分な時間や情報を提供しないもの、対象会社が買収者の提示した条件よりも有利な条件をもたらすために買収者との協 
議・交渉を必要とするものなど、対象会社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を毀損するおそれをもたらすものも想定されます。 
当社は、このような当社の企業価値や株主の皆様の共同の利益に資さない株券等の大量買付けを行う者が、当社の財務及び事業の方針の決 
定を支配する者として不適切であり、このような者による株券等の大量買付けに対しては、必要かつ相当な対抗措置を採ることにより、当社の企 
業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を確保する必要があると考えております。 
 
２ 当社の基本方針の実現に資する特別な取組み 
 
当社の基本方針の実現に資する特別な取り組みは次の通りであります。 
(1) 当社の企業価値の源泉についての把握 
(2) 企業価値向上のための取組み 
(3) コーポレート・ガバナンスの強化に向けた取組み 
なお、上記(2)につきまして当社グループは、平成27年4月から平成29年12月までの3カ年を対象とする中期経営計画として「中期経営計画 2017」
を策定しております。 
本中期経営計画では、「創業120周年を超えてさらなる飛躍」に備え経営基盤の強化を図ることを基本方針とし、印刷インキ・機材事業、機能性材
料事業の拡大を戦略課題として、その実現に取り組んでおります。本中期経営計画の詳細につきましては、平成27年2月19日付で公表いたしまし
た「新中期経営計画策定に関するお知らせ」をご参照下さい。 
当社は、上記の課題を着実に実行していくことが当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益の確保・向上につながるものと考えておりま
す。 
 
３ 基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための取組み 
 
本プランは、当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を確保・向上させることを目的として導入されたものですが、その概要は次の通 
りであります。 
当社株券等の特定株式保有者等の議決権割合を20％以上とする当社株券等の買付行為、結果として特定株式保有者等の議決権割合が20％ 
以上となる当社株券等の買付行為、又は結果として特定株式保有者等の議決権割合が20％以上となる合意等（以下、かかる買付行為又は合意
等を「大量買付行為」、大量買付行為を行う者を「大量買付者」といいます。）に応じるか否かを株主の皆様に適切に判断していただくべく、必要十
分な情報及び時間を確保するために、大量買付者から意向表明書が当社代表取締役に対して提出された場合に、当社取締役会が、大量買付
者 
に対して、事前に大量買付情報の提供を求め、当該大量買付行為についての評価、検討、大量買付者との買付条件等に関する交渉又は株主の
皆様への代替案の提案等を行うとともに、大量買付者が本プランの手続きを遵守しない場合や、遵守したとしても当社に回復し難い損害をもたら
すことが明らかであると認められる行為であり、対抗措置を採ることが相当であると判断する場合は、当社の業務執行を行う経営陣からの独立性
が高い社外取締役、社外監査役（その補欠者を含みます。）及び社外有識者等のみで構成する独立委員会の勧告を最大限尊重した上で、大量 
買付行為に対して、新株予約権の無償割当てその他当該時点において相当と認められる対抗措置を発動するものとします。 
また、本プランにおいては、当社取締役会が実務上適切と判断した場合には、対抗措置の発動にあたり、株主総会を開催し、対抗措置発動の是
非の判断を株主の皆様の意思に委ねることとしております。 
 
４ 上記の各取組みに対する当社取締役会の判断及びその理由 
 
(1)基本方針の実現に資する特別な取組み（上記2）について 
上記2「当社の基本方針の実現に資する特別な取組み」に記載した各取組みは、当社の企業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を継続的か
つ持続的に確保・向上させるための具体的取組みとして策定されたものであり、基本方針の実現に資するものです。 
従いまして、これらの取組みは、基本方針に沿い、当社の株主の皆様の共同の利益を損なうものではなく、当社の会社役員の地位の維持を目的
とするものでもありません。 
 
(2)基本方針に照らして不適切な者によって当社の財務及び事業の方針の決定が支配されることを防止するための取組み（上記3）について 
(i)当該取組みが基本方針に沿うものであること 
本プランは、大量買付行為が行われる際に、当該大量買付行為に応じるべきか否かを株主の皆様が判断し、あるいは当社取締役会が代替案を
提案するために必要十分な情報や時間を確保したり、株主の皆様のために大量買付者等と交渉を行うことなどを可能とすることにより、当社の企
業価値ひいては株主の皆様の共同の利益を確保するための取組みであり、基本方針に沿うものであります。 
（ii）当該取組みが当社の株主の皆様の共同の利益を損なうものではなく、また、当社の会社役員の地位の維持を目的とするものではないこと 
当社は、以下の理由により、本プランは、当社の株主の皆様の共同の利益を損なうものではなく、当社の会社役員の地位の維持を目的とするも 
のでもないと考えております。 
 
ア 買収防衛策に関する指針において定める三原則を完全に充足していること等 
イ 株主の皆様の意思の重視と情報開示 
ウ 当社取締役会の恣意的判断を排除するための仕組み 
ａ．独立性の高い社外者(独立委員会)の判断の重視 
ｂ．合理的な客観的要件の設定 
エ デッドハンド型やスローハンド型買収防衛策ではないこと 



２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項 

【適時開示体制の概要】 
 
１．基本的な考え方 
当社は、「倫理行動基準」において、経営の透明性を高めるための、会社情報の適時開示の必要性をうたい、役職員に対して啓蒙を図っておりま
す。 
一方で、「内部者取引管理規程」により内部情報の管理について規定することにより、関係法令に違反する、いわゆるインサイダー取引の未然防
止を徹底しております。 
また、株主・投資家等の皆様には、決算説明会・ホームページ等を通じて適時・適切な情報開示に努めております。 
 
２．会社情報の適時開示に係る社内体制 
投資家の投資判断に重要な影響を与える「決定事実・決算情報」に関しましては、社内における各事業部・部門、子会社および関連会社から総務
部、企画部、経理部、広報・ＩＲ室および情報取扱責任者に情報が迅速に集約され、情報の内容を確認し、「上場有価証券の発行者の会社情報の
適時開示等に関する規則」に従い、開示の検討を行います。その上で、取締役会において決議を行い、情報取扱責任者のもと、適時・適切な情
報 
開示を実施しております。 
 
投資家の投資判断に重要な影響を与える「発生事実」に関しましては、「決定事実・決算情報」と同様に、社内における各事業部・部門、子会社お
よび関連会社から総務部、企画部、経理部、広報・ＩＲ室および情報取扱責任者に情報が迅速に集約され、情報の内容を確認し、「上場有価証券
の発行者の会社情報の適時開示等に関する規則」に従い、開示の検討を行います。その上で、社長および担当役員の承認により、情報取扱責 
任者のもと、適時・適切な情報開示を実施しております。 
 
また、監査役は、これら適時開示に係る社内体制が適切に構築され運用されているかについて監査を行っております。 
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